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空梅雨で日傘の出番の多い平成29年6月15日（木）に第228回障害者地域生活支援研究会が開催されました。今回

のテーマは「意思決定支援について～『障害福祉サービスの利用等にあたっての意思決定支援ガイドライン』より～」

でした。 
 

最初にひびき法律事務所 弁護士 

河原 一雅さんより「個人の尊厳と意思

決定支援」と題して憲法の人権保障の話

や平成29年3月31日に厚生労働省社会・援護

局から出された“障害福祉サービスの利用等に

あたっての意思決定支援ガイドライン（以下、

ガイドライン）について”の問題点等を弁護士としての観点からお話しして頂きました。 
 

障害があるなしに関わらずすべての国民は、その人権が奪われるものではなく、“どのような障害

があろうとも判断する内容が周囲のものが不安を抱くような内容であっても、自分のことは自分で決

めることができる権利がある”ことが意思決定支援の基本とのことです。 
 

また、ガイドラインには“意思決定を適切にすすめるために、事業者が意思決定責任者を配置する

ことが望ましい”と明記されているが、「意思決定責任者を利害関係のあるサービス提供する事業所

に置くべきではない」とのこと。仮に意思決定支援の責任者をおいたとしても、本人が自由に意思表

示できる環境をつくる必要があることと、本人が意思決定できない場合は、事業者が代行するのでは

なく、本人の利益に直結し、「本人の意思を代弁できる信頼できる第三者を意思決定支援会議に呼ぶ

のがふさわしいのではないか」とのことでした。 
 

社会福祉法人 北九州市手をつなぐ育成会 事務局長 松崎 貴之さんからは「知的障害者

への意思決定支援の取り組み」と題し、ガイドライン関する研究事業の委員としての立場と、

法人事業所としての立場でお話しして頂きました。 
 

知的障害のある方の取り組みとして、平成22年度からガイドラインに関する取り組みを始められ

て、平成 28 年度には『知的障害者の意思決定支援のガイドブック』を作成され、今年度にはそのガ

イドブック発行を受けて、啓発や周知、モニタリング等を行う予定とのことです。 

知的障害のことは知的障害のある本人にしかわからないこともあり、サービス等利用計画等、当事

者本人が参画することでつくっていけるもの、反映されわかりやすくなるものがあるので、本人に聞

くことが大事であり「これから当事者の時代であり、団体の意見の違いがあるだろうけれど、意思決

定支援についての大きな動きは止めないで、それぞれの立場で考えていけたら」とのことでした。 
 

相談支援事業 クラムボン 管理者・相談支援専門員 小谷 香津水さんからは、相談支援専門員の役割や、

意思決定支援の観点からのサービス等利用計画書作成時のながれや留意点等をお話しして頂きました。 
 

サービス等利用計画を作成する時の留意点としては“本人の意思が反映されているか”“支援者本意になっていない

か”“パターナリズム（強い立場にある者が、弱い立場にある者の利益になるようにと、本人の意志に反して行動に介入・干渉す

ること）になっていないか”等をあげられましたが、更に事例をあげて“自分の意思を表出しにくい人に対しては、人

の尊厳が正しく守られ続けるため、周りの方にもどんなアプローチを掛けていくのか”“表出出来ない想いをどうキャ

ッチして、正しく理解するためにはどうしたらいいか”等が今後の課題とのことでした。 
 

  

厚生労働省からガイドラインが示されたことで、相談支援の実践の中で

どう活かされていくのでしょうか。ガイドラインが相談支援専門員やサー

ビス管理責任者等の研修のカリキュラムの中にも取り込まれていくようで

すが、今後も支援研究会では意思決定支援を重要なテーマの一つとして、

皆さんと一緒に考えていきたいです。 
 

尚、本日の参加者は58名。内新規の方は13名でした。ありがとうご

ざいました。 

【障害福祉サービスの利用等にあたっての意思決定支援ガイドラインとは】 

事業所がサービス等利用計画や個別支援計画を作成してサービスを提供する際

の障害者の意思決定支援についての考え方を整理し、相談支援や、施設入所支援等

の障害福祉サービスの現場において意思決定支援がより具体的に行われるための

基本的考え方や姿勢、方法、配慮されるべき事項等を整理し、事業者がサービスを

提供する際に必要とされる意思決定支援の枠組みを示し、もって障害者の意思を尊

重した質の高いサービスの提供に資することを目的とするものである。  
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